
近年 におけるミニ戸建 て住 宅の開発動 向 と問題点への対応

一東京の既成市街地を対象に一

主査 高見沢 邦郎*1

委員 小俣 忠義*2須 永 和久*3大 江 新*4

山 口 邦雄*5日 置 雅晴*6野 村 徹也*7

東京の既成市街地ではミニ戸建て住宅の建設が活発化 している。本研究ではその概況を把握した後,典 型区と言える世田

谷区と足立区を対象に詳細な分析を行った。次いで購入者と販売業者への調査からその実態を検討し,地価の下降を背景に

して需給市場が形成されていることを示した。さらにこれら開発がいわゆる欠陥住宅問題や市街地環境にかかわる問題を生

んでいることを具体的に示すとともに,問題回避のための種々の方法がどのような効果と限界を有しているかを論じた。終

わ りに,法的対応とともに,問題解決の意志を持つ市民を支援する専門家や専門家組織の存在が重要であることを指摘した。
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 Recently, there has been a growth in the construction of small, detached houses in the built-up areas of Tokyo's 23 wards. After 

summarizing the actual conditions related to these activities, this document presents a detailed analysis of the situation in Setagaya Ward 

and Adachi Ward. In addition, surveys of purchasers and dealers are presented, revealing the elements behind supply and demand. The 

final portion of the paper discusses several methods for averting the construction of defective houses.

1.ミ ニ 戸建 て住 宅 を巡る問題状況 と本 研究の意 図

1.1既 往 研 究か らの 問題 状況 の読 み取 り

既成市街地 にお ける ミニ 開発 あるい は ミニ戸 建て住宅

(以 下本稿で は,最 近の論文 に多 い 「ミニ戸建て住宅 」と

いう言葉 を主 に用 いる)が 問題 視 され は じめたのは,四

半世紀 ほ ど前の ことであ る1)。当 時筆 者(高 見沢)も ミニ

開発 に関連す る調査研 究を行 った2)。もち ろん この問題 は

戦 後,特 に1960年 代 に既 に起 きてお り,研 究 もされて い

た3)。た だその頃は大都市縁辺部 に特有 な現 象 と捉え られ

て いた こ とや,公 的住 宅 の供給 問題,木 賃 ・文化 アパー

ト問題な ど優 先度 の高 いテー マがあった ことか ら,ミ ニ

開発 に焦 点 を絞 った調査 研究 は多 くはな されて いな い。

ユ970年 代 に既成 市街地,特 に良好 な住宅地 の更新現 象 と

して現れ たがゆ えに社 会的 にも問題 視 され るよ うにな っ

た と言 えよ う。

1970年 代 後半 の研究 は市街地 の問題 として の把握以 外

に,住 宅 単体 の問題 として捉 えた もの4),ま た 実態 ととも

に ミニ開発 にか わるべき方 式の提案 を行 った もの5)な ど

数多 い。制 度面 でも,指 導要綱 による対応 のほか,1980

年 の都市 計画法 ・建築基 準法改正で地 区計画制度 を誕 生

させ る一 因 となった こと も記憶 され る6)。

ス プ ロール エ リアの ミニ開発問題 はその後 にも調査研

究が行 われ7),最 近 では郊外地域 の沈滞化 問題 として も論

じ られい る8)。他 方 この間,既 成市街 地 を対象 とした ミニ

開発 問題 の研究 はあま り行われて こなか った 。指 導要綱

等 の効 果が ある程度 あった こと,1980年 代 なかばか らの

地価 高騰 で既成市街地 では供給が しに くくな った こと等

の状況 が あろう。 しか し近年再び既成市 街地問題 として

取 り上 げられ るよ うにな って きて いるわけで,本 報告 も,

近 時 の開発 の実 態 と問題点,課 題 を検 討す る ことを目的

とす る研 究 の一端 をにな う。

最 近の既成市 街地での ミニ戸建 て住宅の調査研究論 文

と して,大 方 あるいは浅見 による もの,須 永 による もの

を挙 げ ることができる9)。 須 永(本 研究 の委員 で もある)
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は需給の状況,問 題点や対応方策を,浅 見は需給におけ

る 「経済合理性」を認めつつも外部不経済発生の問題を

指摘 し,新 たな対応策の必要性を述べている。

さて以上の研究調査動向を簡単に図示すれば図1の よ

うになり,そ れら研究で明 らかにされたことは以下のよ

うにまとめ られよう。

(1)1965年 頃からは郊外スプロールの問題として,1975年

頃からは既成市街地変容の問題 として調査研究が進んだ。

そこでは都市計画(市 街地整備)上 の諸問題が指摘され,

開発 を抑止するための制度整備(行 政指導,建 築協定,地

区計画など)が 論 じられた。また需給関係か らして存在

を認 めざるを得ない以上,タ ウンハウス等への誘導する

べきとの議論がなされる一方,住 宅単体 としての,い わ

ゆる欠陥住宅の問題が生じていることも報告された。

(2)郊外スプロールエリアのミニ戸建て住宅も築後30年 ほ

ど経 った1980年 代後半には建替えの問題も現実化してき

た。その個別更新の実態や共同化建替えの問題,市 街地

の沈滞化を防ぐための再整備問題等が調査研究され始め

た。今後 この問題は,東 京30～50km圏 で人口減少都市が

増加する中で10),入 口減少 ・都市の活性力確保の問題 と

も関連 して論じられる方向となろう。

(3)抑止策が多少の効果を持ち,一 方での地価高騰で表舞

台から退いた感があった既成市街地のミニ戸建て住宅 も,

1990年 代後半には再び増加し,目立つ存在 となってきた。

調査研究も再び活発化 している。

1.2本 研 究 のね らいと調 査の方法

以 上のよ うな文献 レ ビュー を踏 まえて,本 研 究では次

の諸点 を調査 し,分 析 した い。

(1)東 京 都区部における ミニ戸建て住宅の状況 を統計調査

を用 いて概観す るとと もに,増 加等 の状況 を確認 する。

(2)典 型区として世田谷 ・足立区を取 りあげ,建 築確認概

要書等をデータとしてミニ戸建て住宅の動向を分析する。

(3)需 要の確実な存在 を前提に供給が行われていることは

既往論文でも明 らかにされているが,そ の確認の意味も

含めて,供 給業者 と購入者へのヒアリング調査を行 い分

析する。

(4)ヒ アリングの過程で浮かび上がってきた 「欠陥住宅」

の問題について,具 体的な事例調査を通じた検討を行 う。

(5)問 題の再整理を行った上で,問 題のあるミニ戸建て住

宅を抑止する観点から対応方策の現状を資料収集,ヒ ア

リング等によって調査分析し,そ の効果と限界や,次 段

階にあるべき対応方策の方向性について論ずる。

2.区 部 と典型2区 におけるミニ戸 建て住宅 の開発状況

2.1東 京 都区部 の概 況

と ころで ミニ戸 建て住宅 のス トック ・フロー を量的 に

把握 しよ うと して も資料 とす べきデー タの数 はそ う多 く

な い。まずス トックについては,1998年 住 宅 ・土 地統 計

調査1])か ら次の よ うな状況 が把握 され る。

戸 建て 住宅 は区部総 数 で約92万 戸 であ り,住 宅 総数

(約345万 戸)の26.7%を 占め る。そ の92万 戸 の9割 にあ

た る約82万 戸 が木造 となっている。また 区別 に戸 建 て住

宅数 の比率 を見 る と,東 部 では住 宅総数 の30%程 度 なの

に対 し西部 では25%程 度 とやや少な いが(図2),総 住 宅

数 の多 さか らして絶対数 としては西部 の方 が多 い。世田

谷 区9.2万 戸,練 馬区9、O万 戸,足 立 区8.5万 戸,江 戸 川

区7.7万 戸 といった具 合であ る。なお木造 率は東部 も西部

も概 ね90%強 で そ う変 わ らない。

敷 地面積100㎡ 未 満の住宅 について は 「木 造戸 建て ・長

屋 建ての住宅棟数 」が集 計 され ている。多 い順 に足立区 ・

江戸 川区5.0万 棟,大 田区3.7万 棟,世 田谷 区3,1万 戸 棟

等 とな っていて,敷 地 の狭 い住宅は東部 に多 いことがわ

か る。因 みに戸 建て ・長屋建て の総棟 数 に対 する100㎡

未 満 の ものの比率 は,足 立 区 ・江戸川 区が60%を 超 え,大



田区が50%強,世 田谷区 が30%強 と なってい る(図3)。

次 に フロー の状況 を建築着 工統計 を資料 として,1988

～90 ,91～93,94～96,97～99の4期(そ れぞ れを1

期 ～IV期 と呼ぶ)ご との居住専用建築 物(戸 建 て ・長屋

建て)の 着 工数 とそ の うちの敷 地100㎡ 未 満 のものの比

率 を区別 に見 たのが図4で ある。全区 に概ね共 通す る傾

向 と して,着 工数 は1期 か らH期 にか けて減 少 し,II期

か ら皿期 にか けて増加,皿 期 か らIV期 に か けて再 び少 し

減少 という変化が ある。そ の中で,敷 地面積99㎡ 以下 の

住宅の占める割合は,一 貫 して上昇傾向にある。

また区別に見ると,台 東区 ・墨田区 ・江東区 ・荒川区

といった城東方面では件数は少ないが比率は極めて高く,

既に存する密集状態の拡大再生産が進んでいると見るこ

とができる。他方,葛 飾区 ・江戸川区から右下の世田谷

区にかけては郊外区であり,既 成市街地あるいは既スプ

ロール市街地にかなりの供給がなされていることがわか

る。また郊外区でも足立区 ・江戸川区といった東部の区

と,世 田谷区 ・杉並区といった西部の区では,ス トック

の場合 と同様の件数 ・比率の傾向がフローにおいても見

られることがわかる。

ひとことで言えば,バ ブル期の地価高騰 を背景に減少

気味だったミニ戸建て住宅の供給は,各 区の特性を反映

しなが ら地価の下落等によって再び活発化 し,そ の後や

や沈静化しているとされよう。しか しその中にあっても

「ミニ化」は一貫 して増え続けている状況にある。

2.2世 田谷 区 ・足立 区におけ るミニ戸建 て住宅 の状 況

1)調 査 対象

このよ うに西部 では 「ミニ」 の比率 はや や低 いが絶対

数 と してはか な りあ り,東 部 では比率が 高 く絶対数 も多

く見 られ る。 そ こで典型 区 として世 田谷 と足 立 の両 区 を

取 りあげ,検 討 を進め る ことにす る。デー タは1996年 度,

1999年 度 の2時 点 につ いての 建築確 認 申請 概 要書 を閲

覧 ・転 記す る ことによって得た。 ただ し年間 の確 認 申請



は年間5千 件程度(世 田谷 区),3千 件 程度(足 立区)を

数え,そ の全 てか ら 「ミニ戸建 て」を抽出 し,閲 覧 ・転

記す る ことは作業 量 として過大 なので,両 区 の指 導要綱

12)が 対 象 とす るもの につ いてのみ作業 を行 って いる
。具

体 的には,4戸 以 上で一一団 をなす戸 建 て住宅 開発(世 田谷

区),150㎡ 以 上の区域が分割 され る場合 の住宅開発(足

立 区)で ある。対象 とす る 「ミニ戸建 て」の定義 が異な

る(足 立 区の場合 は2,3戸 の 開発や一一部非住宅 も含 まれ

る)こ とに留意す る必要 はあるが,大 局的に見れ ば 「自

治体が従来 か らミニ開発 と して問題視 してい るもの」を

分析 す ることになる。

2)概 況(図5)

両 年 度 の合計 と してみる と,世 田谷 区171件1,035棟,

足 立 区229件886棟 と1千 棟前後 の供給 のなされた ことが

わ かる。両年度 を合計 し1棟 あ た りの平均敷地面 積,平 均

建築 面積 はそれぞ れ90㎡ 強,45㎡ 程 度 とほぼ同一の数値

になって いるが,年 度 的に は世 田谷区で の敷地 面積 の縮

小が見 て とれ る。また平均 延べ床面積 は世田谷区 が約97

㎡,足 立 区が約94㎡ とあ ま り変 わ らな い。

3)敷 地 面積 の分布(図6)

平 均 敷地面積が90㎡ 強 で ある敷地 規模 の規模 別分布 を

見てみ よ う。両区 と も100㎡ 以 上110m2未 満 で の開発が多

い(世 田谷区で約20%,足 立 区で約30%)こ と は共通 し

てい る。住宅金融公庫 の融資 条件 も含 めて一 つの 「大台」

的な数値な のだろ う。100rrf未 満 の もの につ いて見 ると,

足 立区で は殆 どが60㎡ を超 えて いるのに対 して世 田谷区

では60㎡ 未 満 の ものがか な り多 く,し か も1999年 度 にお

いて顕著 にな って きて いる。これ は後に4.5で 見 るが,世

田谷 区にお いて は行 政指 導 に限 界が生 じつつあ る中での

傾 向で もある。

4)延 べ 床面積 の分 布(図7)

最 も多 い面積は世 田谷 区では90㎡ 台,足 立区で は80㎡

台 と多 少の差が あるが,そ れ らの値 を中心 に して,よ り

小 さいもの とよ り大 きい ものが順次 に分布 してい る。 こ

れ を前項 の敷 地面積 と対 比 させれ ば,世 田谷 区 にお いて

敷 地 の狭 小化 に もかかわ らず延べ床 面積は確保 されて い

る ことか らして も,「ミニ戸 建て住宅は敷地面 積の如何 を

問わず,80㎡ ～100㎡ 前 後 の延べ床 面積 を確i保す る」 こ

とが強 く優先 されてい ると言 えよ う。

5)用 途 地域指 定 との関係(図8)

図8に みるよ うに,世 田谷区 では区内 の約 半分で指定

されて いる第1種 低 層住 居専用地 域 にお いて約70%(ll9

件)の 開 発が なされて いる。これ に対 して足 立区で は1低

が指定 されて いる地域 の少な い ことを反映 して,第1種 中

高 層住 居専用地域,第1種 住居地域,準 工地域等 に分散的

に開発 されて いる。1中 高 と1住 での開発件数 を加え ると

過半(129件)を 占める。この よ うに用途地域指定 との関

係 においては,両 区 の状況 がかな り異なって いる。



6)構 造 と階数(図9)

両年度 の合計値 として両区に共通するのは 「圧倒的に

木造建物が多い」ということである。世田谷区,足 立区

ともに95%程 度の数字となっている。これに対 して階数

では世田谷区では3階 建てが22%,地 上2階 地下1階 建て

が24%を 占めている(し かも1999年 度 には3階 建てが約

3分 の1と なり,地 上2階 地下1階 を加えると過半を大き

く超えた)の に対 して足立区では3階 建てが24%を 占め

るものの,地 上2階 地下1階 建ては2例 しかない。前項ま

での分析も加味すれば,世 田谷区では敷地の狭小化を階

数の増加 という方法を通 じて延べ床面積を確保 している

のに対して足立区では,両 年度 にそう大きな変化はない,

とされよう。

7)階 数と用途地域(世 田谷区のみ:図10)

図10に 見るように,世 田谷区の1中 高,1住 では1999

年度には2階 建てはもはや建たない状況であるし,1低 に

おいても2階 建ては減ってきている。1中高等では指定容

積率に余裕があるので,そ れを使える3階 建て化が進み,

1低 でも地下容積の不参入(1994年 建基法改正)を 活用

した地上2階 地下1階 建てが増えてきていると言えよう。

なお足立区では世田谷区よりも3階建てが建ちやすい条件

下であるが,2階 建てが維持されている。これについては,

区担当者の 「地盤のわるさ(も ともとが水田地帯だった)

が3階 建て等を躊躇 させている」とする見方があること

を紹介しておこう。

2.3状 況の要約

以上,東 京都区部の両端にあって住宅事情 も対比的で

ある世田谷区と足立区について,ミ ニ戸建て住宅建設の

最近の状況 を見てきた。両区とも活発な供給がなされて

いるが,足 立区の場合はそう大きな傾向の変化はないの

で,従 来からの対応施策 を維持 しつつ個々の住宅の質の

確保に努めることでよさそうである。 これに対 して世田

谷区では敷地の狭小化,木 造3階 建て ・地上2階 地下1階

建て化が進んでいて,事 態の変化に合わせたよ り確実な

対応施策 を講ずる必要があるように思われる。

3.需 給 の構 造

3.1建 売 り業者の ヒア リングか ら

以 上の ような ミニ戸建 て住 宅につ いて,そ れ を供給 し

て いる販売業者 に ヒア リングを行 い13),供 給 側 の意 図等

を聞いた。以下 が結果の要点 であ る。

1)販 売 業者(売 り主)の 業務形態 や規模

・1
,000㎡ を超 えるよ うな素地 を獲 得 して,例 えば敷 地面

積100㎡ を超 える比較的水 準の高 い ミニ戸建 て住宅 の開

発 には中規模 以上の不動産 業者 も参画 して いるが,本 稿

で問題 に して いる数戸 の,100㎡ に 満たな い開発 を行 って

い るのは区内ある いは近傍 区の小零細 な業者 である。



・実態 と しては建 売 り専 業が多 いが ,登 記上 は建築請負 ・

不動産仲 介 も事業内容 としているのが普通 である。数人

規模 の会社 で,1戸 の ものか ら1,000㎡ 程 度 までの素地の

分割 による建売 りを して いる。

・建築 に際 しては
,こ れ ら業者が 工務店 に発注 する形態

を とるが,一 般 に工務店 は表 に現 れて こな い。4.1で もふ

れるが,居 住後 に生 じた 「欠 陥問題」 に対 して販売 業者

は 「工務店 の問題」 として責任 を回避す る傾向 にある。

2)事 業 展 開

・1業 者が年間 に2～3ヶ 所 ,10戸 程 度 の開発 を手が けて

いる例が多 い。販売 量の多 い業者 で年間100戸 程 度 。

・素地 は大 きな戸 建て住宅 の跡地 ,資 材置場や駐車場 な

どの一時使用の土地,宅 地化農地 な どで あ り,相 続 や企

業 の土 地処分な どで市 場 に出 る土地 を獲得 して いる、,

・5戸程度 の開発 な らば ,素 地 の獲 得か ら購 入者 への引き

渡 しまで最短3ヶ 月,最 長で も1年 程度で行 っている。

3)住 戸 面積 や販売価格

・延べ床 面積70～100㎡ 程 度 と,平 均的 なマ ンションよ

りは広 い住宅 をつ くって いる。 内装や外装 について も業

者 としては 「十分 に気 を使 って いる」 として いる。

・価格 もマ ンションよ り多少 高めの設定 で ,5,000万 円 台

が多 い。土地 に50%,建 築 費 に30%,販 売 経 費 ・金利 に

10%,荒 利 益 に10%を 想 定 して行 うとしている。

・敷地 面積は 「あ るべ き敷 地規模」で はな くて
,延 べ床 面

積,建 ぺい ・容積率制 限,素 地価格,販 売価格 といった

諸要 素を勘案 して 「結果 的に決 まって くる」として いる。

・3階建ておよび地下部分の容積不算定が可能になったの

で,2階 建てでは余 らせていた容積率(例 えば1低150%)

を有効に使えるようになった。

4)ミニ戸建て住宅の業者 メリット

・小規模に地域限定的に行う限 り固い需要があると言 う

ことである。具体的には,調 達すべき資金額が比較的に

少なくて済む,短 期間に事業展開が可能で資金効率が良

い,売 れ残 りリスクが少ない,宣 伝等の間接経費が節約

できる,等 である。

・ただ しこのところはマンション供給の活発化の影響で

素地価格が上昇気味で,小規模・零細な建売 り業者にとっ

て一時の好況感 はない。

3.2購 入 者の ヒア リングか ら

それで は購 入者 はどのようなプロフ ィール を有す る世

帯 であ り,ど のよ うな理 由で ミニ戸建 てを選択 ・購入 し,

居 住 後 に どのよ うな感想 を持 っているのだ ろ うか。世 田

谷 区で10数 世 帯 の ヒア リングを行 った(表1に はすべて

の設 問 に答 えて くれた5世 帯 について記載 した)。 表1も

含 めて結果 の要点 は以下 であ る。

1)い き な り 「ゴール と しての持ち家獲 得」 とい う選択 も

・「親 族 の家 →木造アパー ト→公的賃貸→低価格 の分譲マ

ンシ ョン→一戸 建て持 ち家」 といった いわ ゆる 「住宅双

六」を踏襲 しない住宅獲得 コースにあ る例 が多 い。 また

購入時 に は 「定 住 を前提 に」 との気持ちの強 い例 も多 い

(将 来 の ことまでは考 え られな いという面 もあるが)。



・したが って選択 に際 しては ,支 払 い能 力の限度 を前提

にして他 の物件 との比較 をしてい る場合 が多 い。

2)個 別 の 「理 由」 につ いて

・公庫借 り入 れは敷地規模 か らして無理 で も,民 間 ロー

ンが低利 状態 にあ り,購 入価格 も射程 内に入 って きた。

・上下 階の 問題
,管 理 費問題や管 理組合 の煩わ しさがな

く,住 戸 面積 も多 少 とも広 い。担保 力 もあ るし,い ざ と

なった ときに売 りやす い(マ ンシ ョンは将来 の建替 えが

難題)と いったマ ンシ ョンに比べ たメ リッ トを評価 。

・(東 京の世 田谷 とい う)場 所 のステイタス性 と通勤通学

条件 の良 さ,類 似物件 を見学 して内外装や 間取 り等が気

に入 った,希 望 を入れて多少 の設計変更 を して くれ る,と

いった物件 その ものに対 す る満足 度。

・「敷地 の狭 さ」につ いて は ,こ れで十分 とは考えて いな

い ものの,支 払 い限度 額か らして この程度,ま あ まあで

あ るとい う評価 が多 い。「庭 は不要,ミ ニ とは思 って いな

い(ピ ン とこない)」 とい う意見 も多い。

3)購 入 者 の社会 階層

・少 ない事例 か ら断定 的に は言 えな いが ,一 流企業 の社

員(管 理職 含 む),会 社 団体 の役員,自 営 業な ど,社 会 的

ス テイタス とそれな りの収 入 を有す る と推測 され る階層

が多 い。

・世帯主年 齢 は30代>40代>50代 以 上>20代 と い う傾

向で(ヒ ア リングでは30代 に特化 したが),家 族 構成 は,

小 さい こど もを持つ核家族 と夫婦 のみ世 帯が多 い。

4)居 住 開始後 の現時点で の評価 はやや下 がって いる

・当初は 「定住 を前提 に」だったが現在 では 「必ず しも」

とい う世帯 が増 えて いる。 買い換 えた いが ロー ンが …,

1〔1年住 んでか ら考 える,と いった意見 も見 られる。

・自身が高齢 に達 した ときの問題 への意識 はそれぞれ で

あ る。 まだ実感 がない というのが共通項で あろ うか。

・程 度 は様 々で あるが ,住 宅 の暇疵や欠 陥が発生 し,し か

も業者 が誠実 な対応 をして くれて いな い といった 問題 が

発生 して いる(表 中の世帯 は蝦疵問題 が契機 とな って筆

者 らが接触 ができたので,す べてで 「蝦疵 あ り」 となっ

て いる)。

3.3既 成市街地の住宅形態としての定着

以上のように既成市街地のミニ戸建て住宅は,居 住後

の満足度の多少の低下はあるものの,あ るいは澱疵問題

が多少とも生じているものの,ひ とつの住宅需給の形態

として定着 してきている。もっともこれ ら需給の構造は

筆者が20年 前に分析 した結果14)と殆ど変わってお らず,

また最近の公団による調査でも今回の報告と類似の居住

者意識が示されている15>。購入者にも供給者にも 「敷地

は狭 い」という意識はあるが 「ミニ」というまでの意識

はなく,む しろ 「こんなもの」 と捉えられている。

結局のところミニ戸建て住宅は価格と支払い能力がバ

ランス した時期には増え,バ ランスが崩れた時期 には減

少する住宅の形態 と言えよう。販売業者か ら見れば,常

にそれなりの需要はあるが,素 地の取得費が需要に合っ

た販売価格を可能 とするかの問題である。地価が低位に

あり低金利も続 くとすればミニ戸建て住宅の需給市場は

維持され,ま たはさらに拡大するものと考えねばなるま

い。とは言え都心部 を中心としたマンションプームでミ

ニ開発の素地が求めにくくなれば供給が頭打ちの傾向に

なることも考えられる。またマンションとの競合は,さ

らなるミニ化(敷 地の狭小化にあっての延べ床面積の確

保=3階 建て等による高密化)を 進める面もあろう。

4.問 題 の発生 とそれ への対応

4.1問 題 の発生状況

既成住宅 地 にお いて ミニ戸建て住宅 は,一 つの住 まい

の形態 と して定着 はした ものの多 くの問題点 を持 つ こと

は言 うまで もな い。どの ような問題 が生 じてい るか を,消

費者か らの苦情相談 といった側面か ら捉 えて みよ うとし

たが,例 えば国民生活 セ ンターの 「住 宅関係 の相談 デー

タ」 には安 全 ・品質 な ど性能 に関す る集 計 はある ものの

「欠 陥」 「ミニ戸建 て」 という集計 はな され ていなか った

し,日 本弁護 士連合会 では 「住 宅110番 」を設 置 して いる

が,ミ ニ戸 建 ての み を対象 と した集 計 は な されて い な

か った。 問題 の数 量的把握 はなか なか に難 しい。

そ うい った中で,世 田谷区 の 「住 宅 まちづ く り総合相

談」の集 計結 果等16)か らは多少 のデー タを得 る ことがで

きた(相 談 システ ムについては52で 別 途記 述す る)。1999

年 度1年 間 に寄せ られた246件 の 相談 を分類 したのが 図

11で あ る。主 と して 「施 工 に関わ るもの33,2%」 の 中 に

欠陥住 宅問題 が潜んで いる と思 われ る。また担 当者 によ

れ ば,相 隣 とその他 を合計 した うちの約3分 の1,23件 ほ

どが近隣か ら寄せ られ た開発 業者へ の苦情だ とい う。少

し具体 的な 内容 をごく最近 の3ヶ 月(2001年4月 ～6月)

で見 る と,46件 中 の約20%,9件 が ミニ開発関連 で,例

えば 「半地 下 に設置 したポ ンプが故障 して地下水 が溢れ

て使 えな くな ったが,販 売業者 は施工 業者 の問題 だ と言

い,施 工側 は10年 保 証 はして いるが計画 自体 が悪 いのだ

か ら販 売業者の責任 だ と押 し付 け合 い。そ の うち施工 業

者 が行方 をく らま して連絡 が取 れな くな っているが どう

した ら…」「こち らの敷地南側 ぎ りぎ り(20cm)に4軒 が

建つ と聞 き,窓 やエ アコ ン室外機の位置 な どを販売業者



に要望 したが まった く聞 き入れな い。内容 証明 を出 した

ら効果 があ るか …」 といった,な か なか深 刻な問題 が並

んで いる。

世 田谷 区の件数や事 例 も,数 多 く発生 している 「問題 」

の一部分 に過ぎない と見 るべ きだ ろうが,住 宅その もの

の欠陥 と,周 辺環境 への問題の生 じている ことがわ かる。

住 まい とい う 「個」の問題 と,市 街地 とい う 「面」 にお

け る問題 の両 方がある と言 えよ う。

4.2欠 陥住宅の事例

本研究では欠陥住宅の具体的な現場も数件について調

査 したが,そ のうちか ら典型的な事例(世 田谷区)を 見

てみよう(図12)。

この事例は10棟 を同時期に販売したものだが,ま ず,

「小規模宅地開発指導要綱」により本来な らば70㎡ 以上

であるべき敷地規模が50㎡ 程度 と小さいことがある。さ

らに確認申請 と実際に建った建物が構造 ・プランともに

まったく異なっていることがある。そ してこの建物にお

いて半地下部分での出水を中心に多くの欠陥箇所が発生

した。つまり要綱の敷地規模違反,基 準法の確認違反,欠

陥の発生と三重に問題 を持っているわけである。

開発 ・販売業者(売 主)は 敷地規模については 「指導要

綱は法律ではないから守る必要はない」,確認違反につい

ては 「購入者への契約書類(重 要事項説明書)に く記載

の面積は建物施工図面によるものとし建築確認通知書記

載の数値とは異なります〉等と記 してお り,購 入者も承

知の上だ」,欠陥問題については 「施工業者(請 負人)の

責任でこちらも被害者だ」,と強弁している。

一方居住者(買 主)側 は 「守っては建築できないよう

な法律 をつくっている行政はけしからん」「しかもその法

律を守 らせてないじゃないか」「面積数値は異なるという

ことは知 っていたが,そ れで違反建築になるとは思わな

かったし,ま してや構造的欠陥まで容認したつもりはな

い」 と主張している。

結局開発業者は 「購入者が法律違反を承知の上で希望

したのでそうしたまでだ」「欠陥問題は工務店(請 負人)

に言え」「損害賠償の裁判を起 こせば大変な費用と時間が

かかるぞ」とし,工 務店に多少の補修をさせて逃げよう

とする。掲載の事例ではまだ最終的解決が得 られていな

い。

4.3暇 疵担保責任

このように欠陥問題=暇 疵担保責任はなかなか解決を

みないのが現状である。これへの法律的な対応に関する,

松本による最近の論文17)も参照して,筆 者なりに欠陥建

売り住宅問題 を整理すれば以下 となる。

・注文住宅の場合は建築業者(請 負人)に 対して暇疵担保

責任,債 務不履行責任,不 法行為責任 という3つ の責任を

追及することができる。建売住宅の場合はこれらを不動

産業者(売 主)に 対して求めることになる。仲介業者を

介して購入 した場合には暇疵担保責任は請負人に対して

であ り,仲 介業者へは債務不履行責任,不 法行為責任の

みを追及することになる。以上のように法律上の責任追

及は可能になってはいる。



・しかし鍛疵の範囲がどこまでか ,請 負人において発生

する暇疵補修の責任が売主にもあるか,損 害賠償の範囲

はどの程度かなどについて明確な規準があるわけではな

く,学説や裁判例の積み重ねを辿 らなければならない。逆

に言えば,被 害を受けた購入者が責任追及する上での負

担は大変 に大きい。

・なお建築家(建 築士)に も専門家 としての社会的責任が

強調 されるようになってきているが,ま だ裁判事例は少

ないようである。

このように,欠 陥住宅への責任問題は法律的に規定さ

れてないわけではないが,具 体的問題が生 じれば売主ま

たは請負人との交渉,な いしは裁判による解決となる。被

害 を受けた買主が対応するには極めて大きな困難が伴う

ことが容易に推測される。

4.4市 街地としての問題の発生

市街地の形成や更新上の問題には,ミ ニ戸建て住宅の

多くが木造で密集 して建てられることか らくる相隣環境

上の問題や防災的に危険な街区を形成 して しまう問題,

あるいは開発それ自身に空地が僅かで地域の公園需要を

増大させるといった 「ただ乗 り」問題等がある。 これら

は多少とも定量化可能な問題であろう。他方,ゆ とりの

ある戸建ての街並みがミニ戸建てという違和感のある住

宅の侵入によって乱される,と いった定量化が難 しい,換

言すれば景観的 ・文化的な問題 もある。

後者はなかなかに論証が難 しい。浅見による 「特に隣

に65㎡ 未満の敷地があると売買価格が有意に低下する」

という指摘18)が 餉違和感」の影響を間接的に証明してい

る程度であろうか。前者の公共負担の問題は,密 集市街

地化 し改めて防災まちづくりを行う場合に要する,行 政

や住民にとっての膨大なコス トの問題 としても指摘され

る。

浅見は 「ミニ戸建て住宅の大きな問題点は,そ の周辺

への外部不経済が発生することである」と総括する。火

災 とその延焼,日 照や通風の阻害,美 観上の不具合,公

共空地の不足,将 来の市街地整備への足かせ等である。そ

してこれらの問題が発生するがゆえに 「公共政策 として

の都市計画が介入する必要がある」とする。

4.5「 都市計画」は介入できているか

ミニ戸建て住宅への対策 として これまでの都市計画で

は何が可能だったのだろうか。都市計画法,建 築基準法

による用途容積規制等の,い わゆるゾーニングという手

段がまずある。しかし我が国のそれは,最 小限敷地規模

の規制が殆どできていない上,建 ぺい率 ・容積率の規制

も比較的緩い。多くのミニ戸建ては合法的に建設が可能

となってしまっている状況にある。

また中には法 を無視して行われている事例のあること

も図12で 見てきた。確認申請の記載と実際に建てられた

建物はまった く別のものである。開発業者や購入者が法

律違反を承知 していても,周 辺からも文句が出ないまま

建ってしまえば,購 入者は 「善意の第三者」の地位を確

保 し,違 反建築であることは問われない(既 存不適格建

築物 とされることはあるにせよ)。

法の無視は極端 としても,法 が十分でないことへの対

応 として,多 くの自治体では緊急避難 としての行政指導,

いわゆる開発指導要綱 を運用 している。ここで行政指導

の是非を論ずるつもりはないが,現 実には指導要綱さえ

も無視される傾向が生じつつある。図13は,2章 で実態

を分析 した世田谷区の開発を指導要綱の建ぺい率別敷地

規模基準で分けて示したものである。1999年 度には明ら

かに面積基準を守らないものが増えている。特に建ぺい

率制限が60%・50%指 定の地区でそれが多いことがわか

る。

5.今 後の対応 に向けて

5.1法 改 正等 とその効果

1)建 築 基準 法 の改正 による構造規定 の強化

建築基準法 は1998年 に 大き く改正 され た。ミニ戸建て

住宅 に関係 す ると ころ として は,ま ず,法20条 ほか に関

係す る構造規 定 の強化 があ る。仕様 規定 の性能規定化 に

関連す る もので ある。告示関係 を見てみ る と,建 築物 の

基礎(建 告第1347号)や 柱(同1349号),構 造 部分(同

1350号),安 全 限界 変位並び に屋 根ふ き材(同1357号)な

どの,構 造 耐 力上安全であ る ことを確か めるた めの構造

計算 の基準 を定 めた ことが まず ある。 また,小 屋裏物置

な どを設 ける場合 に階の床面積 に加え る面積 を定め る件

(同1351号),軸 組 の設置基 準 を定 める件(同1352号),

継 手 及 び仕 口の構 造方 法を定め る件(同1460号)等 も関

係 して くる。

これ らや仕様規 定の適用関連事 項が建築物 の構造,規

模 な どに応 じて整 理 され(法20条),規 制 の メニ ュー が

示 され た(令36条)こ とで,規 定 が具体 的でなか ったが

ゆえに規 制 を受 けなかった規模 の 「1項四号建物(構 造 計



算 を必要としない建築物)」な どに規定が及び,木 造 ミニ

戸建てにとっては事実上の規制強化 となる。例えば基礎

に関しては構造計算を要しない規模の建築物であっても

基礎の仕様規定が適用され,敷 地地盤の長期許容応力度

に対応 した構造(底 盤の幅や立ち上がり寸法などが規定

される)を 採用しなければならない。地盤の調査も必要

になってくるということである。また例えば,震 災でも

被害が報告されたが,車 庫 を建物下に置いて玄関 ドアを

設けるなどから,道 路に面した間口方向耐力壁が極端に

少ない(従 来 も令46条 では 「軸組みを釣 り合いよく配置

する」という精神的規定はあったが考慮されず),バ ラン

スの悪い建て方があった。これも軸組みの設置基準を定

める件(建 告第1352号),い わゆる 「耐力壁のバランス

良い配置の規定」で防がれよう。

このように,法 改正は3階 建て木造を中心 として,ミ ニ

戸建て住宅の性能向上に役立っことが期待されよう。

2)中 間検査制度の導入

ミニ戸建て住宅の欠陥問題 を防ぐもう一つの法改正事

項としては第7条 の 「検査」条項の強化がある。改正では

第7条 の3を 設けて 「中間検査」制度を導入 した。これは

特定行政庁が必要と認めたときは,区 域や対象建築物,実

施の期間(実 施指針では3～5年)を 定めて当該建物の構

造の状態が判断できる,施 工中の検査を義務づけるとす

るものである(1999年5月 施行)。背景には,阪 神淡路の

教訓を安全な建物の建設 として生かそうということがあ

る(建 設省 「建築物安全安心推進計画」1999.4)。

かなりの数の特定行政庁が中間検査を導入 したが,そ

の多くでは対象建築物を限定している(例 えば東京都で

は 「地階を除く階数が3以 上のもの」「延べ面積が500㎡

以上のもの」)。マンパワーの限界の中での選択とされよ

う。中では神奈川県と横浜市が1999年7月 から 「50㎡以

上の分譲などの戸建て住宅」を対象 として実施 しており,

ミニ戸建ての欠陥発生問題に正面から対処 していて,注

目されるところである。

横浜市役所担当課へのヒアリングからは,「当初は70%

程度の中間検査申請だったが昨年からはほぼ全数が申請

するようになってきている」「構造上の問題はもとより集

団規定(1低 指定地域等での敷地規模も含む)ま で,法 の

順守に大きな効果を挙げていると考えている」等の評価

がなされていた。ただし完了検査を受けるものはやや低

いこともあって,市 内の金融機関へは,公 庫なみに完了

検査済 み証がなければ融資をしないように依頼中,と

いったコメントもあった。また,そ もそも建築確認申請

をしない業者 もいないわけではなく,そ れはまた別問題

とのことだった。

このように,中 間検査の義務化は ミニ開発問題への有

力な対応策になってきていると言えよう。当初は戸建て

住宅を対象 とする特定行政庁は少なかったが,京 都市,神

戸市等でも今後対象とする方向にあるようで,こ れの適

用の拡大が期待されるところである。

3)品確法による10年 間の暇疵担保

1999年 には 「住宅の品質確保の促進等に関する法律」

が制定され,2000年7月 には関連告示の発表,10月 には

性能評価機関の指定が行われるなど,住 宅性能確保の体

制が本格的にスター トした。欠陥住宅に関係するのは主

として 「新築住宅の基本構造部分の10年 保証」の義務付

けであろう。新法の他の目玉である 「住宅性能表示制度」

とそれの事後対応組織である 「住宅専門の紛争処理機関

の設置」は購入者の新たな費用負担において性能を向上

させようとするものであるか ら,ミ ニ戸建て住宅の場合

には殆 ど対象とならないと考えられる。

暇疵担保期間はこれまで一般的に1,2年 程度 とされて

きたから,基 本構造部分(柱 や梁,雨 水の浸入を防ぐ部

分など)の]0年 間(20年 まで伸長可能)に わたる暇疵保

証の明記は購入者にとっては大きな進歩である。 しかし

業者 ヒアリングからは 「売れ行きが頭打ちの こともあっ

て施工業者に工事費が支払われず,倒 産する施工業者 も

出てきている」さらには 「暇疵に対応するにも限界があ

り,も う店仕舞いの潮時かもしれない」といった声 も聞

かれる。販売業者 と施工業者が存続 していること,そ の

両者がそれぞれの役割 を良心的に果たす ことが前提とな

る暇疵保証であるから,品 確法の制定がすべての問題を

解決するとまでは言い切れないのが現実 と見るべきであ

ろう。

4)法 改正等の効果と限界

以上のように,こ こ数年の法律改正等はミニ戸建て住

宅で生ずる問題に対 してかな りの効果があるものと思わ

れる。●開発業者 ヒアリングか らは 「法の強化 とそれに対

する消費者の認識の向上を受け止めざるを得ない」とい

う声 も聞かれた。さらには 「行政もさりなが ら,金 融機

関から中間検査や鍛疵保証あるいは指導要綱のことを言

われると対応 しないわけにはいかない」との声もあり,法

の遵守は市民や金融機関の意識によるところが多いと言

えよう。

ただ一方では,法 規制が整えばさらにそれをくぐり抜

け,あ るいは無視する開発業者が生まれることも事実で

あろう。「好調な都心マンションに引きずられて素地が出

にくくなっていて一時ほどの好況ではない」「法や要綱を

守って(結 果的に高額物件 となる)売 れ残りリスクを背

負いこむような会社から独立して,問 題のある開発では

あっても短期 に勝負する会社を興す社員が出ている(そ

んな こともあってこの業界の企業は規模が大きくな らな

い)」といった発言 もあった。また暇疵問題には販売業者

と工事業者の責任のなす り合いが見 られていたし,最 初

か ら誠意を持ち合わせていないような業者も見 られた。

規制の強化は大むねでの水準向上と 「より問題のあるも



の」の二極化 を招 く傾向 もあ る とい うことだろ う。

5.2問 題への対応/専 門家による支援

法制度の充実はあるにせよ行政のマ ンパワーには限界

があるし,行政の民事的問題への介入 には限度もある。そ

のような中で 「市民への対応を専門家(専 門家集団)が

行う」「それを行政が後方から支援する」という方法が今

後に重要となってくるだろう。以下,そ れの先行事例 と

見 られる世田谷区の 「住宅まちづくり総合相談」につい

て紹介をしてお こう。

世田谷区における住宅相談は1996年 度より区民の声課

から住宅計画課(現 住宅課)の 所管 となった。公聴広報

サービスから住宅施策の一翼を担うこととなり,そ の性

格は一変した。1998年 度には相談員を区職員 か ら外部の

建築士 ・弁護士 ・宅地建物主任者等の専門家に依頼する

とともに夜間の相談 日も設定 された。現在の相談分野は,

これまでの 「住宅相談」をまちづくり的な相談にも対応

できる「住宅まちづ くり総合相談」に変え,「不動産相談」

「マンション相談」「登記相談」の4分 野となっている。こ

れらの相談業務が(財)世 田谷区都市整備公社(ま ちづ

くりセンター)を 窓 口に展開されている。相談は公社か

ら委託を受けた 「まちづくり住宅相談ネットワー ク」の

メンバー(6名)が 「住宅まちづくり総合相談」を行なっ

てお り,「専門家組織」と 「行政の後方支援」の形が整っ

た。

「マンション相談」と 「登記相談」は多少相談件数が少

ないものの,欠 陥住宅の相談を受け持つ 「住宅まちづく

り総合相談」は世田谷 ・北沢 ・砧 ・烏山 ・玉川の5つ の総

合支所で,1ヶ 月に2回 のペース(世 田谷は夜間を含む3

回)と 大変に賑わっている。会場での個別面接方式と電

話対応方式で行なわれている。

1998,1999,2000の3年 度に寄せられた相談件数は合

計712件 であった。相談員全員が建築士であるのはもちろ

ん,NPO組 織 に属 して実際のまちづくり活動を行なって

いたり,世 田谷区の 「まちづくり専門家登録制度」のメ

ンバーであるなど,そ の経験を活か して,ミ ニ開発業者

や行政への不平不満 を訴える相談者のエネルギーを,ま

ちづくりのエネルギーへと変換昇華する活動(例 えば「建

築協定」締結活動への展開)も 行ってきている。最近で

は,相 談の中の典型的な事例を中心に,住 まいづ くりの

基本的なポイン トをやさしく解説した小冊子をまとめる

など,よ り良い住環境づくりのア ドバイザーとして活動

の幅を広げている。また当初から,欠 陥住宅や境界線問

題などで 「現地に来て,見 てもらいたい」という相談者

の切実な声が多 く寄せられたことか ら,他 の相談には無

い現地出張のく個別対応方式〉もNPO組 織等との連携に

よって実施し,こ れまで多くの問題解決に貢献 している。

さらには業者からのヒアリングからは 「品確法 を楯に

購入者があまりに無理な環疵保証を要求 してくるので相

談にのって欲 しい」といった声も聞かれ,専 門家組織が

開発業者か らも期待される可能性もある。行政の支援だ

けでなく市民側,業 者側か らも支え られる専門家組織へ

と脱皮することも視野に入れて実績を積み上げるべき時

期が来ているのかもしれない。

5.3市 街地環境確保への対応/地 域のルールづくり

零細な敷地が生まれるのを防ぐには,第1種 ・第2種 低

層住居専用地域では敷地面積の最低限度を定めるという方

法がある(1992年 建築基準法改正で新設)。 しかし東京で

は指定されていない(横 浜市では1996年 の一斉見直 しで

指定)。今後 この制度の適用を検討することも必要だろう。

しかし1低 ・2低以外の用途地域に指定できないことも考

慮すると,よ り一般的には地区計画や建築協定を活用する

ことがあろう。これ らによれば敷地面積だけでなく建物用

途,景 観等についても決められるわけで,地 域の環境をよ

り総合的に維持することができる。ただし多数(地区計画)

あるいは全員(建 築協定)の 同意の原則があるのでなかな

か難 しいが,逆 に言えば地域の合意のもとにまちの将来を

規定することは,きわめて現代的な意味でまちづくりの方

法としての意義があろう。

世田谷区では2001年9月 末までに44の 地区計画(他 に

防災街区整備地区計画等が9)と24の 建築協定が成立して

いる(4地 区の協定は期限が切れて失効したので現在は

20)。 いずれもいろいろな動機のもとに成立し,多 様なタ

イプであるので一概には言えないが,地 区計画では上馬,

太子堂,北 沢,砧 等で敷地面積100㎡ ～60㎡ を定めている

し,建築協定の半数近くはミニ開発の予防を意図して住民

主導で締結されている。

第1号 の建築協定は1984年 に下馬3・6丁 目でワンルー

ムマンションへの対抗策としてつくられた。最新の協定は

「野沢1丁 目密 ・住 ・改善の会建築協定」でのミニ戸建て住

宅への対抗策の意図も持って2001年8月 に成立した。いず

れも象徴的な出来事と言ってよい。後者の協定は約2,000

㎡,協 定者15名 と小さいが,密 集地の防災問題も意識して

2項 道路の拡幅 ・建物用途 ・高さ・緑化 ・環境共生などの

条項も含むユニークなものである。敷地については,地 盤

面の高さの変更の禁止,分 割後の敷地は100㎡ 以上を確保

すること,等 が盛 り込まれている。

これら地区計画や特に建築協定で住民の合意を得るため

には,行 政はもちろんとして前項にも挙げたような専門

家,専 門家組織の支援が不可欠であることが経験上明らか

である。行政の後方支援,専 門家の直接的な協力関与に

よって住民が地域の組織をつくり,自らのまちの有り様を

検討し,ル ールとして決めていくというや り方を,単 なる

ミニ開発対策を超えて,よ り普遍的な方法論として定着

し,発 展させてゆくべきと考える。



6.ま とめ

以上,ミ ニ戸建て住宅(ミ ニ開発)に かかわる最近の

東京都区部 と世田谷 ・足立両区での建設の状況,購 入者

と開発業者へのヒアリングによる需給の様相,欠 陥住宅

等の問題の発生状況,そ してこれまでの対応策や今後に

ついて分析 してきた。それらの結果を踏まえて本問題に

対する筆者の意見を述べて本稿を終わりたい。

1)購入者の意識にもあるように,60㎡ ・70㎡の敷地だか

らといって 「ミニ」との感覚は薄れていて,こ れら開発

が既成市街地で確実な需給市場を形成していることを直

視しなければならない。しか し欠陥住宅や周辺居住者か

らの反発などの問題を引き起こしていることもまた事実

である。消費者保護の観点か ら欠陥問題を回避 し,ま ち

の維持保全の観点か らあまりにも狭小な敷地規模は規制

される必要がある。

2)そ の方法として一つには法令や条例 ・要綱等による規

制がある。幸い近年の法の改正 ・制定でこの問題,特 に

欠陥住宅問題への対処に可能性が広がった。行政として

はこれを絶好の機会として法の適用の強化拡大に努める

べきである。その際に大事なのは,行 政のみでできるこ

とには限 りがあるわけで,専 門家組織による市民と行政

との仲立ちをする活動,業 者団体自らの法の遵守に向け

た活動などを支援することである。また,開 発業者への

影響力の大きさか らして,金 融機関を対象に 「ミニ開発

を含む開発への融資は法等の遵守を前提とする」という

大原則を確認 していくことも効果が大きいだろう。

3)ま た本年報の関西を対象 とした森本論文か らも明らか

なように,ミ ニ戸建て開発の形態等は地域によってかな

り異なる。そのような相違を前提としたとき,地 方自治

体にはその地域の開発動向の特性を把握 しつつ,そ の地

域に最 も適切な方法で制度の運用を図ることが求められ

る。また分権の時代を背景にして,指 導要綱の見直しは

もちろんのこと種々の開発に対処するための条例の制定

も視野に入れるべきである。

4)さ らに,そ の地域に即 したルールを住民自らがつくる

ということがある。地区計画や建築協定がその有力な方

法であり,事 例も増えつつある。特に住環境やまちなみ

をどう考えるかは 「まち」による差異が大きく,住 民同

士が議論 し,合 意するプロセスを経るこれらの方法の意

義は大きい。そしてそのような住民を応援する専門家や

専門家による組織,さ らにそれを後方から支援する自治

体の役割の重要さが改めて指摘 される。
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<補 注>

1)当 時の文献である,東京都(1977)r東 京 の土地1976』 には「1000

㎡未満の一一団の土地の大部分が100m2未 満 に分割される場合」と

ある。本稿でも概ねこの定義を参考にしている。

2)池 田孝之 ・高見沢邦郎 ・中林一樹 「既成市街地における建売住

宅の実態 について」『住宅』1977.5,高 見沢邦郎 「ミニ開発の検

討:東 京既成市街地を中心に」『土地住宅問題』1979,9/10

3)三 宅醇ほか 「最近の民間自力の建売住宅」『住宅建設』1966等

4)吉 野正治 ・上野勝代 「建売住宅の灰色欠陥」r住 宅』1977.12等

5)延 藤安弘ほか 「計画的小集団開発」学芸出 版社,1979,が 挙

げられる。同著での,ミ ニ開発に替わるべきものとしての 「小

集団開発」の提案はいわゆるタウンハウスの普及に貢献 した。

6)「地区計画制度をつくってミニ開発を防止する」との論調が当

時の新聞報道では多かった。

7)名 執潔「首都圏郊外の小規模戸建持家住宅地の最近の変容とそ

の問題点」 『都市計画学会学術研究論文集』1984,勝 又済 「首

都圏郊外ミニ開発住宅地における居住実態と住環境整備の方向」

r同上』1993な ど。ストック化したミニ開発住宅地の実態をふ

まえ今後の再整備を論ずるとの視点で書かれている。数は少な

いが,ミ ニ開発ス トックの共同化建替えが実現した江戸川区一

之江地区の事例などもある(文 献 として例えば象地域設計 「住

民主体で進めた密集市街地(ミ ニ開発地)で の共同建替え事業」

r市街地再開発』1997.1)。

8)小 場瀬令二 「限界住宅地の市場からの退場」r住宅』2000.11,で

著者は,開 発水準や定住性の低さ等から 「(これら開発は)大 き

な負債を残 して市場から退場しつつあると言えるかもしれない」

と指摘している。

9)大 方潤一郎 「都市型ミニ戸建住宅開発の現状と課題」『宅地開

発』1998.11,須 永和久 「東京都心におけるミニ戸建て住宅の供

給状況とその背景及び課題」『住宅』2000.11,浅 見泰司 「都市に

おけるミニ戸建ての 「功罪」『住宅』2000.11。なおr住 宅』のこ

の号はミニ戸建て特集である。

10)2000年 国調を見ると,例 えば狭山 ・日高 ・毛呂山といった埼

玉県南西部の都市が連坦的に人口を減らしている。これら地域

は高度成長期のミニ開発エリアでもあった。

11)従 来 の住宅統計調査に土地情報が強化され,名 称も変更され

た。ここでは東京都特別集計を用いている。

12)世 田谷区小規模宅地開発指導要綱,足 立区環境整備指導要綱

13)業 者か らは調査を拒否されることが多かった。結果的に世田

谷区 ・目黒区の5社 ほどからは断片的な聞き取 りを進め,う ち

1社 は協力的だったので長時間のヒアリングを行った。本文で

の記述はこれら全部を整理要約 したのもである。

14)注2を 参照のこと。

15)「 都心部の住宅供給の実態について(そ の2)」 都市公団調査

研究期報No.124,2000.8

16)世 田谷区住宅課 「平成11年 度住宅相談」報告書

17)松 本克美 「欠陥住宅と建築者 ・不動産業者の責任」r現代の都

市と±地私法』有斐閣,2001.6

18)浅 見泰司 「都市におけるミニ戸建ての功罪」『住宅』2000.11,

の巻末註における記述。


